
義務教育の水準確保

　各常任委員会は、６月25日、付託された一般会計補正予算等の２案件（総務常任委員会１議案、

民生教育常任委員会１請願）について審査を行いました。

　なお、委員会の主な審査内容は、次のとおりです。

《
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２

号
）
》

・
公
立
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事

業問
　
利
用
児
童
数
の
増
加
に
伴

う
、
水
深
小
学
校
第
二
健
全
育
成

室
の
拡
張
に
必
要
な
備
品
整
備
を

行
う
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
利
用

児
童
数
の
増
加
の
状
況
は
。

答
　
水
深
小
学
校
に
お
い
て
は
、

小
学
校
内
の
１
室
と
水
深
ふ
れ
あ

い
の
家
の
２
箇
所
で
健
全
育
成
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。
平
成
27
年

４
月
１
日
現
在
で
、
小
学
校
内
が

84
名
、
ふ
れ
あ
い
の
家
が
40
名
の

児
童
で
あ
り
ま
し
た
が
、
６
月
１

日
現
在
で
は
、
小
学
校
内
が
92

名
、
ふ
れ
あ
い
の
家
が
42
名
に
そ

れ
ぞ
れ
増
加
し
て
い
ま
す
。

・
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
支
援

事
業

問
　
駐
車
場
用
地
の
購
入
及
び
活

用
内
容
は
。

答
　
現
在
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
の
会
員
は
約
７
０
０
名
を
擁

し
、
敷
地
内
に
あ
る
会
員
の
作
業

ス
ペ
ー
ス
は
手
狭
の
状
態
に
な
っ

て
い
ま
す
。
会
員
が
作
業
す
る
際

の
駐
車
ス
ペ
ー
ス
の
ほ
か
、
今
後

更
に
会
員
の
拡
大
を
図
り
、
職
域

の
拡
大
も
含
め
、
新
た
な
派
遣
事

業
に
も
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。
出
入
り
の
会
員
も

更
に
拡
大
す
る
と
見
込
ま
れ
る
た

め
、
今
後
そ
の
土
地
に
つ
い
て

は
、
駐
車
場
と
し
て
の
利
用
を
基

本
と
し
て
市
で
貸
付
け
を
す
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

・
担
い
手
育
成
支
援
事
業

問
　
市
内
２
軒
の
農
業
用
機
械
の

導
入
経
費
の
一
部
を
助
成
す
る
と

の
こ
と
で
あ
る
が
、
対
象
と
な
る

機
種
は
。

答
　
加
須
地
域
の
水
稲
農
家
で

は
、
６
条
刈
り
の
コ
ン
バ
イ
ン
を

購
入
す
る
予
定
で
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
北
川
辺
地
域
の
ト
マ
ト
生
産

農
家
で
は
、
ハ
ウ
ス
内
の
点
滴
潅

水
装
置
を
設
置
す
る
予
定
で
あ
り

ま
す
。
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《
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の

堅
持
を
求
め
る
請
願
》

　
本
請
願
の
趣
旨
　

　
教
育
条
件
の
水
準
確
保
、
ゆ
き

と
ど
い
た
教
育
を
進
め
る
た
め
に

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
負

担
率
を
２
分
の
１
に
復
活
す
る
こ

と
に
つ
い
て
、
国
及
び
関
係
行
政

機
関
に
対
し
、
意
見
書
の
提
出
を

求
め
る
も
の
で
す
。

　
制
度
に
つ
い
て

　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

は
、
義
務
教
育
の
水
準
確
保
の
た

め
の
制
度
で
あ
り
、
国
と
地
方
が

と
も
に
協
力
し
、
義
務
教
育
を
負

う
制
度
と
し
て
、
我
が
国
の
根
幹

を
な
す
も
の
で
す
。

総
務
常
任
委
員
会

民
生
教
育
常
任
委
員
会

１
請
願
　
採
択

１
議
案
　
可
決

意
見
　
教
育
は
人
づ
く
り
、
国
づ

く
り
で
あ
り
、
国
庫
負
担
の
割
合

を
２
分
の
１
に
戻
す
こ
の
請
願
は

妥
当
で
あ
る
た
め
、
採
択
を
求
め

ま
す
。

意
見
　
国
も
義
務
教
育
費
国
庫
負

担
制
度
の
必
要
性
は
認
識
し
て
い

る
は
ず
で
あ
り
、
財
源
不
足
を
理

由
に
教
育
費
を
削
減
す
る
こ
と
は

容
認
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
こ
の

請
願
に
は
賛
成
で
す
。

常任委員会の審議内容
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